
民間事業主における
女性活躍に関する取組状況等の

追加分析（未定稿）

平成30年10月12日

雇用環境・均等局

資料４



目次

独立行政法人労働政策研究・研修機構による調査（速報値）

： 企業調査 ２ページ

： 労働者調査 １１ページ

1



企業規模別 業種別 女性管理職比率

＜301人以上＞ ＜300人以下＞
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教育，学習支援業(n=92)

医療，福祉(n=424)

複合サービス事業(n=10)

サービス業（他に分類されないもの）…

その他(n=1)

合計(n=1775)

0% 0.1-10%未満 10-20%未満 20%以上 無回答

独立行政法人労働政策研究・研修機構による調査（速報値）:企業調査

○ 多くの業種で女性管理職比率10%未満の企業が多い。
○ 企業規模や業種を問わず、女性管理職比率０%の企業が一定割合存在。
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※ 管理職は、課長、部長だけでなく、役員も含む。
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独立行政法人労働政策研究・研修機構による調査（速報値）:企業調査

企業規模別 女性管理職比率別
一般事業主行動計画を作成した企業の状況把握した項目（複数回答）
○ 301人以上の企業について、女性管理職比率が0%及び0.1-20%未満の企業では、女性の採用、女性社員の登用に
関して状況把握した企業が多い。

○ 300人以下の企業について、女性管理職比率が0%の企業では女性社員の育成や教育訓練について、女性管理職比
率が0.1-20%未満の企業では女性社員の登用、継続就業・職場風土や長時間労働の是正について状況把握した企
業が多い。
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3

※ 管理職は、課長、部長だけでなく、役員も含む。



独立行政法人労働政策研究・研修機構による調査（速報値）:企業調査

企業規模別 女性管理職比率別
一般事業主行動計画を作成した企業の数値目標を設定した項目（複数回答）
○ 301人以上の企業は、女性管理職比率が0%の企業では女性社員の採用について、女性管理職比率が0.1-20%未
満の企業では女性社員の登用について数値目標を設定している企業がそれぞれ多い。

○ 女性管理職比率が20%以上の企業の多くが女性社員の登用について数値目標を設定しているが、0.1-20%の企業に
比べるとその値は低い。

○ 300人以下の企業は、女性管理職比率が0%や0.1-20%未満の企業では女性社員の登用や長時間労働の是正に関
する数値目標を設定している企業が多い。
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※ 管理職は、課長、部長だけでなく、役員も含む。



独立行政法人労働政策研究・研修機構による調査（速報値）:企業調査

企業規模別 女性管理職比率別 情報公表した項目（複数回答）

○ 企業規模にかかわらず、女性管理職比率が0.1-20%未満の企業では情報公表している企業が多い。
○ 301人以上の企業は、女性管理職比率が0%の企業では採用した女性労働者の割合、女性管理職比
率が20%以上の企業では女性管理職の割合を、公表している企業がそれぞれ多い。

＜301人以上＞ ＜300人以下＞

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

1)

採
用
し
た
労
働
者
に
占
め
る
女
性
労
働
者
の
割
合

2)

採
用
に
お
け
る
男
女
別
の
競
争
倍
率

ま
た
は
採
用
に
お
け
る
競
争
倍
率
の
男
女
比

3)

労
働
者
に
占
め
る
女
性
労
働
者
の
割
合

4)

男
女
の
平
均
継
続
勤
務
年
数
の
差
異
ま
た
は

男
女
別
の
採
用

1

0

年
前
後
の
継
続
雇
用
割
合

5)

男
女
別
の
育
児
休
業
取
得
率

6)

一
月
当
た
り
の
労
働
者
の

平
均
残
業
時
間

7)

雇
用
管
理
区
分
ご
と
の
一
月
当
た
り
の
労
働
者
の
平
均
残

業
時
間

8)

年
次
有
給
休
暇
の
取
得
率

9)

係
長
級
に
あ
る
者
に
占
め
る
女
性
労
働
者
の
割
合

1

0)

管
理
職
に
占
め
る
女
性
労
働
者
の
割
合

1

1)

役
員
に
占
め
る
女
性
の
割
合

1

2)

男
女
別
の
職
種
ま
た
は
雇
用
形
態
の
転
換
実
績

1

3)

男
女
別
の
再
雇
用
ま
た
は
中
途
採
用
の
実
績

1

4)

そ
の
他
任
意
で
公
表
し
て
い
る
事
項

1

5)

い
ず
れ
も
公
表
し
て
い
な
い

無
回
答

0%(n=222) 0.1%-20%未満(n=691) 20%以上(n=306)

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

1)

採
用
し
た
労
働
者
に
占
め
る
女
性
労
働
者
の
割
合

2)

採
用
に
お
け
る
男
女
別
の
競
争
倍
率
ま
た
は
採
用
に

お
け
る
競
争
倍
率
の
男
女
比

3)

労
働
者
に
占
め
る
女
性
労
働
者
の
割
合

4)

男
女
の
平
均
継
続
勤
務
年
数
の
差
異
ま
た
は
男
女
別

の
採
用

1

0

年
前
後
の
継
続
雇
用
割
合

5)

男
女
別
の
育
児
休
業
取
得
率

6)

一
月
当
た
り
の
労
働
者
の
平
均
残
業
時
間

7)

雇
用
管
理
区
分
ご
と
の
一
月
当
た
り
の
労
働
者
の
平

均
残
業
時
間

8)

年
次
有
給
休
暇
の
取
得
率

9)

係
長
級
に
あ
る
者
に
占
め
る
女
性
労
働
者
の
割
合

1

0)

管
理
職
に
占
め
る
女
性
労
働
者
の
割
合

1

1)

役
員
に
占
め
る
女
性
の
割
合

1

2)

男
女
別
の
職
種
ま
た
は
雇
用
形
態
の
転
換
実
績

1

3)

男
女
別
の
再
雇
用
ま
た
は
中
途
採
用
の
実
績

1

4)

そ
の
他
任
意
で
公
表
し
て
い
る
事
項

1

5)

い
ず
れ
も
公
表
し
て
い
な
い

無
回
答

0%(n=481) 0.1%-20%未満(n=519) 20%以上(n=602)
5

※ 管理職は、課長、部長だけでなく、役員も含む。



業種別 女性労働者比率

＜301人以上＞ ＜300人以下＞

独立行政法人労働政策研究・研修機構による調査（速報値）:企業調査

○ 企業規模を問わず、女性労働者比率25%未満の企業が多い業種がある。
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運輸業，郵便業(n=108)

卸売業(n=135)

小売業(n=100)

金融業，保険業(n=31)

不動産業，物品賃貸業(n=27)

学術研究，専門・技術サービス業(n=48)

宿泊業，飲食サービス業(n=50)

生活関連サービス業，娯楽業(n=40)

教育，学習支援業(n=92)

医療，福祉(n=424)

複合サービス事業(n=10)

サービス業（他に分類されないもの）…

その他(n=1)

合計(n=1775)

0-25%未満 25-50%未満 50%以上 6

※ 女性労働者は、常勤役員、パート・アルバイト、契約社員なども含む。



0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

1)

女
性
社
員
の
採
用
に
関
す
る
こ
と

2)

女
性
社
員
の
継
続
就
業
･
職
場
風
土
に

関
す
る
こ
と

3)

長
時
間
労
働
の
是
正
に
関
す
る
こ
と

4)

女
性
社
員
の
配
置
に
関
す
る
こ
と

5)

女
性
社
員
の
育
成
や
教
育
訓
練
に
関
す

る
こ
と

6)

女
性
社
員
の
評
価
に
関
す
る
こ
と

7)

女
性
社
員
の
登
用
に
関
す
る
こ
と(

女

性
管
理
職
比
率
を
含
む)

8)

女
性
社
員
の
多
様
な
ｷ
ｬ
ﾘ
ｱ
ｺｰ
ｽ

に
関
す
る
こ
と

9)

男
女
社
員
の
賃
金
格
差
に
関
す
る
こ
と

1

0)

そ
の
他

1

1)

い
ず
れ
も
し
て
い
な
い

無
回
答

0-25%未満(n=373) 25-50%未満(n=346) 50%以上(n=414)

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

1)

女
性
社
員
の
採
用
に
関
す
る
こ
と

2)

女
性
社
員
の
継
続
就
業
･
職
場
風
土
に

関
す
る
こ
と

3)

長
時
間
労
働
の
是
正
に
関
す
る
こ
と

4)

女
性
社
員
の
配
置
に
関
す
る
こ
と

5)

女
性
社
員
の
育
成
や
教
育
訓
練
に
関
す

る
こ
と

6)

女
性
社
員
の
評
価
に
関
す
る
こ
と

7)

女
性
社
員
の
登
用
に
関
す
る
こ
と(

女
性

管
理
職
比
率
を
含
む)

8)

女
性
社
員
の
多
様
な
ｷ
ｬ
ﾘ
ｱ
ｺｰ

ｽ
に

関
す
る
こ
と

9)

男
女
社
員
の
賃
金
格
差
に
関
す
る
こ
と

1

0)

そ
の
他

1

1)

い
ず
れ
も
し
て
い
な
い

無
回
答

0-25%未満(n=136) 25-50%未満(n=109) 50%以上(n=210)

＜301人以上＞ ＜300人以下＞

独立行政法人労働政策研究・研修機構による調査（速報値）:企業調査

企業規模別 女性労働者比率別
一般事業主行動計画を作成した企業の状況把握した項目（複数回答）
○ 301人以上の企業について、女性労働者比率0-25%未満の企業では女性社員の採用や登用について、女性労働者
比率25-50%未満の企業では女性社員の登用に関して状況把握した企業がそれぞれ多い。

○ 300人以下の企業について、女性管理職比率25-50%未満の企業では長時間労働の是正に関して状況把握した企
業が多い。

7
※ 女性労働者は、常勤役員、パート・アルバイト、契約社員なども含む。



0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

1)

女
性
社
員
の
採
用
に
関
す
る
こ

と

2)

女
性
社
員
の
継
続
就
業
･
職
場

風
土
に
関
す
る
こ
と

3)

長
時
間
労
働
の
是
正
に
関
す
る

こ
と

4)

女
性
社
員
の
配
置
に
関
す
る
こ

と

5)

女
性
社
員
の
育
成
や
教
育
訓
練

に
関
す
る
こ
と

6)

女
性
社
員
の
評
価
に
関
す
る
こ

と

7)

女
性
社
員
の
登
用
に
関
す
る
こ

と(

女
性
管
理
職
比
率
を
含
む)

8)

女
性
社
員
の
多
様
な
ｷ
ｬ
ﾘ
ｱ

ｺｰ

ｽ
に
関
す
る
こ
と

9)

男
女
社
員
の
賃
金
格
差
に
関
す

る
こ
と

1

0)

そ
の
他

無
回
答

0-25%未満(n=373) 25-50%未満(n=346) 50%以上(n=414)

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

1)

女
性
社
員
の
採
用
に
関
す
る
こ

と

2)

女
性
社
員
の
継
続
就
業
･
職
場

風
土
に
関
す
る
こ
と

3)

長
時
間
労
働
の
是
正
に
関
す
る

こ
と

4)

女
性
社
員
の
配
置
に
関
す
る
こ

と

5)

女
性
社
員
の
育
成
や
教
育
訓
練

に
関
す
る
こ
と

6)

女
性
社
員
の
評
価
に
関
す
る
こ

と

7)

女
性
社
員
の
登
用
に
関
す
る
こ

と(

女
性
管
理
職
比
率
を
含
む)

8)

女
性
社
員
の
多
様
な
ｷ
ｬ
ﾘ
ｱ

ｺｰ

ｽ
に
関
す
る
こ
と

9)

男
女
社
員
の
賃
金
格
差
に
関
す

る
こ
と

1

0)

そ
の
他

無
回
答

0-25%未満(n=136) 25-50%未満(n=109) 50%以上(n=210)

独立行政法人労働政策研究・研修機構による調査（速報値）:企業調査

企業規模別 女性労働者比率別
一般事業主行動計画を作成した企業の数値目標を設定した項目（複数回答）

○ 301人以上の企業は、女性労働者比率が0-25%未満の企業で女性社員の採用について、女性労働者比率が25-
50%未満の企業で女性社員の登用について、数値目標を設定している企業が多い。女性労働者比率が50%以上の企
業も女性社員の登用について数値目標を設定している企業が多いが、25-50%の企業に比べると少ない。

○ 300人以下の企業は、女性労働者比率が0-25%未満の企業で女性社員の採用、長時間労働の是正、女性社員の登
用について、女性労働者比率が25-50%未満の企業で女性社員の登用について数値目標を設定している企業が多い。

＜301人以上＞ ＜300人以下＞

8※ 女性労働者は、常勤役員、パート・アルバイト、契約社員なども含む。



0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

1)

採
用
し
た
労
働
者
に
占
め
る
女
性
労
働
者
の
割
合

2)

採
用
に
お
け
る
男
女
別
の
競
争
倍
率
ま
た
は
採
用

に
お
け
る
競
争
倍
率
の
男
女
比

3)

労
働
者
に
占
め
る
女
性
労
働
者
の
割
合

4)

男
女
の
平
均
継
続
勤
務
年
数
の
差
異
ま
た
は
男
女

別
の
採
用

1

0

年
前
後
の
継
続
雇
用
割
合

5)

男
女
別
の
育
児
休
業
取
得
率

6)

一
月
当
た
り
の
労
働
者
の
平
均
残
業
時
間

7)

雇
用
管
理
区
分
ご
と
の
一
月
当
た
り
の
労
働
者
の

平
均
残
業
時
間

8)

年
次
有
給
休
暇
の
取
得
率

9)

係
長
級
に
あ
る
者
に
占
め
る
女
性
労
働
者
の
割
合

1

0)

管
理
職
に
占
め
る
女
性
労
働
者
の
割
合

1

1)

役
員
に
占
め
る
女
性
の
割
合

1

2)

男
女
別
の
職
種
ま
た
は
雇
用
形
態
の
転
換
実
績

1

3)

男
女
別
の
再
雇
用
ま
た
は
中
途
採
用
の
実
績

1

4)

そ
の
他
任
意
で
公
表
し
て
い
る
事
項

1

5)

い
ず
れ
も
公
表
し
て
い
な
い

無
回
答

0-25%未満(n=409) 25-50%未満(n=389) 50%以上(n=481)

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

1)

採
用
し
た
労
働
者
に
占
め
る
女
性
労
働
者
の
割
合

2)

採
用
に
お
け
る
男
女
別
の
競
争
倍
率
ま
た
は
採
用

に
お
け
る
競
争
倍
率
の
男
女
比

3)

労
働
者
に
占
め
る
女
性
労
働
者
の
割
合

4)

男
女
の
平
均
継
続
勤
務
年
数
の
差
異
ま
た
は
男
女

別
の
採
用

1

0

年
前
後
の
継
続
雇
用
割
合

5)

男
女
別
の
育
児
休
業
取
得
率

6)

一
月
当
た
り
の
労
働
者
の
平
均
残
業
時
間

7)

雇
用
管
理
区
分
ご
と
の
一
月
当
た
り
の
労
働
者
の

平
均
残
業
時
間

8)

年
次
有
給
休
暇
の
取
得
率

9)

係
長
級
に
あ
る
者
に
占
め
る
女
性
労
働
者
の
割
合

1

0)

管
理
職
に
占
め
る
女
性
労
働
者
の
割
合

1

1)

役
員
に
占
め
る
女
性
の
割
合

1

2)

男
女
別
の
職
種
ま
た
は
雇
用
形
態
の
転
換
実
績

1

3)

男
女
別
の
再
雇
用
ま
た
は
中
途
採
用
の
実
績

1

4)

そ
の
他
任
意
で
公
表
し
て
い
る
事
項

1

5)

い
ず
れ
も
公
表
し
て
い
な
い

無
回
答

0-25%未満(n=644) 25-50%未満(n=443) 50%以上(n=688)

独立行政法人労働政策研究・研修機構による調査（速報値）:企業調査

企業規模別 女性労働者比率別 情報公表した項目（複数回答）

○ 301人以上の企業は、
①女性労働者比率が0-25%未満の企業では採用した女性労働者の割合、
②女性労働者比率が25-50%未満の企業では採用した女性労働者の割合、女性労働者の割合や女性管理職の割合、
③女性労働者比率が50%以上の企業では女性管理職の割合を公表している企業がそれぞれ多い。

○ 300人以下の企業は、女性労働者比率が25-50%未満の企業で情報公表している企業が比較的多い。

＜301人以上＞ ＜300人以下＞

9※ 女性労働者は、常勤役員、パート・アルバイト、契約社員なども含む。



女性管理職比率

合計0% 0.1%-20%未満 20%以上 無回答

企業規模

301人以上 2.7 3.8 2.8 3.1 3.3 

300人以下 0.7 1.3 0.9 0.8 1.0 

女性労働者比率

合計0-25%未満 25-50%未満 50%以上

企業規模

301人以上 3.5 3.4 3.1 3.3 

300人以下 0.9 1.2 0.9 1.0 

独立行政法人労働政策研究・研修機構による調査（速報値）:企業調査

企業規模別 女性管理職比率別 女性労働者比率別 情報公表項目数

○ 301人以上の企業について、女性管理職比率0.1%～20%未満の企業では平均3.8項目について情報を公表。
○ 300人以下の企業について、女性管理職比率0.1%～20%未満の企業では平均１.3項目について情報を公表。

10※１ 管理職は、課長、部長だけでなく、役員も含む。
※２ 女性労働者は、常勤役員、パート・アルバイト、契約社員なども含む。



※１ 回答者全体（平成29年入社または20代、30代の正規従業員）のうち、管理職ではない者（役職なし又は係長・主任相当職の者）の回答を集計して作成
※２ 管理職以上は、課長、部長だけでなく、役員、社長、代表も含む。

24.0%

20.8%

21.2%

20.1%

17.5%

8.4%

24.7%

20.9%

7.1%

16.2%

16.7%

19.9%

13.3%

17.3%

34.7%

28.5%

30.9%

33.5%

36.4%

26.3%

34.0%

29.3%

21.4%

31.8%

27.7%

30.9%

24.3%

28.2%

40.8%

48.8%

47.2%

46.1%

44.0%

63.2%

40.2%

48.2%

66.7%

51.4%

54.6%

48.1%

60.8%

53.3%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

1)女性社員の採用に関すること(n=969)

2)女性社員の継続就業･職場風土に関すること(n=477)

3)長時間労働の是正に関すること(n=472)

4)女性社員の配置に関すること(n=269)

5)女性社員の育成や教育訓練に関すること(n=332)

6)女性社員の評価に関すること(n=95)

7)女性社員の登用に関すること(女性管理職比率を含む)(n=1793)

8)女性社員の多様なｷｬﾘｱｺｰｽに関すること(n=191)

9)男女社員の賃金格差に関すること(n=42)

10)その他(n=148)

無回答(n=1692)

行動計画を策定した企業の労働者計(n=4363)

行動計画を策定していない企業の労働者計(n=2850)

労働者計(n=7251)

管理職以上(課長以上) 係長・主任相当職 役職なし（一般社員） 無回答

所属する企業が設定した数値目標別 女性従業員の昇進希望

○ 行動計画を策定し、採用や登用について数値目標を設定した企業においては、全体の平均と比べて、
係長や管理職への昇進を希望する従業員の割合が高い。

独立行政法人労働政策研究・研修機構による調査（速報値）:労働者調査

11

※２

＜所属する企業が設定した数値目標＞
nは、その企業に所属する回答者のうち集計対象者の数※１

＜所属する企業の行動計画策定状況＞
nは、その企業に所属する回答者のうち集計対象者の数※１

<どこまで昇進したいか>



75.2%

67.8%

68.1%

72.8%

73.0%

70.0%

71.8%

71.3%

45.0%

62.2%

62.5%

67.9%

57.9%

63.8%

13.7%

17.7%

16.8%

13.4%

15.2%

13.3%

12.8%

12.6%

40.0%

15.3%

18.0%

15.5%

16.2%

15.8%

10.3%

14.0%

14.1%

11.9%

10.9%

15.0%

13.8%

14.7%

15.0%

21.6%

18.4%

15.5%

24.2%

19.1%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

1)女性社員の採用に関すること(n=883)

2)女性社員の継続就業･職場風土に関すること(n=379)

3)長時間労働の是正に関すること(n=370)

4)女性社員の配置に関すること(n=202)

5)女性社員の育成や教育訓練に関すること(n=256)

6)女性社員の評価に関すること(n=60)

7)女性社員の登用に関すること(女性管理職比率を含む)(n=1477)

8)女性社員の多様なｷｬﾘｱｺｰｽに関すること(n=143)

9)男女社員の賃金格差に関すること(n=20)

10)その他(n=111)

無回答(n=1245)

行動計画を策定した企業の労働者計(n=3538)

行動計画を策定していない企業の労働者計(n=2397)

労働者計(n=5966)

管理職以上(課長以上) 係長・主任相当職 役職なし（一般社員） 無回答

所属する企業が設定した数値目標別 男性従業員の昇進希望

独立行政法人労働政策研究・研修機構による調査（速報値）:労働者調査

12

＜所属する企業が設定した数値目標＞
nは、その企業に所属する回答者のうち集計対象者の数※１

＜所属する企業の行動計画策定状況＞
nは、その企業に所属する回答者のうち集計対象者の数※１

<どこまで昇進したいか>
※２

※１ 回答者全体（平成29年入社または20代、30代の正規従業員）のうち、管理職ではない者（役職なし又は係長・主任相当職の者）の回答を集計して作成
※２ 管理職以上は、課長、部長だけでなく、役員、社長、代表も含む。



＜男性＞ ＜女性＞

23.9%

15.7%

12.4%

7.6%

17.0%

15.9%

13.4%

9.8%

57.3%

67.4%

73.3%

82.2%

1.9%

1.1%

0.9%

0.4%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

非公表(n=2542)

1-5個(n=2273)

6-10個(n=539)

11-13個(n=225)

役職なし（一般社員） 係長・主任相当職

管理職希望(課長以上) 無回答

61.7%

47.1%

44.0%

32.5%

24.2%

31.6%

32.6%

34.3%

12.7%

20.1%

21.9%

33.2%

1.5%

1.2%

1.5%

0.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

非公表(n=3059)

1-5個(n=2685)

6-10個(n=666)

11-13個(n=271)

役職なし（一般社員） 係長・主任相当職

管理職希望(課長以上) 無回答

所属する企業が情報公表した項目数別 従業員の昇進希望

○ 情報公表した項目数が多い企業において、男性も女性も管理職昇進希望が高くなる傾向がある。

独立行政法人労働政策研究・研修機構による調査（速報値）:労働者調査

13
※１ 回答者全体（平成29年入社または20代、30代の正規従業員）のうち、管理職ではない者（役職なし又は係長・主任相当職の者）の回答を集計して作成
※２ 管理職以上は、課長、部長だけでなく、役員、社長、代表も含む。



＜男性＞ ＜女性＞

所属する企業が情報公表した項目数別 従業員の今後の働き方の希望

○ 情報公表した項目数が多い企業において、男性も女性もその会社での継続就業希望が高い傾向があ
る。

独立行政法人労働政策研究・研修機構による調査（速報値）:労働者調査

64.3%

67.5%

68.6%

72.0%

64.3%

66.2%

16.1%

15.0%

14.3%

13.8%

18.1%

15.6%

5.4%

4.8%

4.6%

4.4%

6.2%

5.1%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

非公表(n=2542)

1-5個(n=2273)

6-10個(n=539)

11-13個(n=225)

無回答(n=387)

合計(n=5966)

現在の勤務先（会社）で働き続けたい

別の勤務先（会社）に移りたい

新たに自分で会社（商売や事業）を起こしたい

一旦働くことを辞め、その後非正規として働きたい

一旦働くことを辞め、その後正社員として働きたい

その他

働くことをやめたい

特に決めていない

無回答

53.8%

57.5%

61.7%

62.7%

53.9%

56.3%

18.2%

15.9%

15.3%

16.2%

17.2%

16.9%

1.5%

1.8%

1.5%

1.1%

1.6%

1.6%

5.4%

5.5%

4.2%

4.4%

7.4%

5.4%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

非公表(n=3059)

1-5個(n=2685)

6-10個(n=666)

11-13個(n=271)

無回答(n=570)

合計(n=7251)

現在の勤務先（会社）で働き続けたい

別の勤務先（会社）に移りたい

新たに自分で会社（商売や事業）を起こしたい

一旦働くことを辞め、その後非正規として働きたい

一旦働くことを辞め、その後正社員として働きたい

その他

働くことをやめたい

特に決めていない

無回答 14



＜趣旨＞

独立行政法人労働政策研究・研修機構が厚生労働省の要請を受けて調査を実施。

＜調査内容＞

・ 女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画を策定した企業における女性活躍に関する取組の
状況

・ 企業における女性活躍に関する情報公表の状況

・ 企業における女性活躍に関する手応え 等

＜実施期間＞

平成３０年１月

＜回答数＞

・ 企業調査（質問紙調査：回答企業：企業3,054社（30人以上）※）

・ 労働者調査（質問紙調査[調査企業より配布]男7,548人 女9,111人［対象:平成29年入社または20・
30代の正規従業員］）

（参考）調査の概要

※常用労働者数別の内訳

301人以上 300人以下

1,279社 1,775社

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%
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、
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利
採
取
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建
設
業

製
造
業

電
気
・ガ
ス
・熱
供

給
・水
道
業

情
報
通
信
業

運
輸
業
，
郵
便
業

卸
売
業

小
売
業

金
融
業
，
保
険
業

不
動
産
業
，
物
品
賃

貸
業

学
術
研
究
，
専
門
・

技
術
サ
ー
ビ
ス
業

宿
泊
業
，
飲
食
サ
ー

ビ
ス
業

生
活
関
連
サ
ー
ビ
ス

業
，
娯
楽
業

教
育
，
学
習
支
援
業

医
療
，
福
祉

複
合
サ
ー
ビ
ス
事
業

サ
ー
ビ
ス
業
（他
に

分
類
さ
れ
な
い
も

の
）

そ
の
他

301人以上

300人以下
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